
東部教育事務所

1.募集内容

種類 校種 時間単価 職務内容 勤務条件等

学力向上推進教員 小学校

① ３～６年生において専科指導を実施す
る。（国語、社会、算数、理科、音楽、図画工
作、家庭、体育、外国語）
② 国語、算数、理科等の授業において、習
熟度別学習等の少人数指導やティーム・
ティーチングを行ったり、個別指導を行ったり
する。

週20ｈ×35週
年間700時間
を限度とする

中・少人数教育推進講師(A) 中学校
①　教科の授業を担当する。
② 習熟度別学習等の少人数指導やティー
ム・ティーチングを行う。

週10ｈ×35週
年間350時間
を限度とする

免許外教科担任解消講師　 中学校   教科の授業を担当する。
週あたりの授
業時数×35
週

学力向上推進教員
（少人数指導） 小学校

① 国語、算数、理科等の授業において、習
熟度別学習等の少人数指導やティーム・
ティーチングを行ったり、個別指導を行ったり
する。
②　授業における個別指導や担任の補助
③ 児童への緊急対応時の担任を代行及
び、当該児童への直接対応
④　児童の生活面における支援

週29ｈ×35週
年間1,015時
間を限度とす
る

中・少人数教育推進講師(B) 中学校

①　授業における個別指導や担任の補助
② 生徒への緊急対応時に担任を代行(授業
や部活動等を指導)及び、当該生徒への直接
対応
③ 生徒の生活面への支援・給食、清掃時
間の指導等、学校の実情に応じた支援　など

週16ｈ×35週
年間560時間
を限度とする

中・少人数教育推進講師(C) 中学校

①　授業における個別指導や担任の補助
② 生徒への緊急対応時に担任を代行(授業
や部活動等を指導)及び、当該生徒への直接
対応
③ 生徒の生活面への支援・給食、清掃時
間の指導等、学校の実情に応じた支援　など

週29ｈ×35週
年間1,015時
間を限度とす
る

令和６年度富山県会計年度任用職員募集案内

勤務１時間あたり
2,810～2,894円

勤務１時間あたり
1,665～1,824円

※時間単価は、任
用年数等による



帰国児童生徒支援講師
小学校
中学校

勤務１時間あたり
1,665～1,824円

※時間単価は、任
用年数等による

① 集団生活への適応や友だちづくりなど、
帰国児童生徒の生活上の適応指導、生活相
談に当たる。
② 帰国児童生徒への日本語指導や教科指
導、学習・進路指導に当たる。
③ 帰国児童生徒の保護者の悩み相談に当
たる。

週29ｈ×40週
年間1,160時
間を限度とす
る

外国人相談員
小学校
中学校

勤務１時間あたり
1,499～1,658円

※時間単価は、任
用年数等による

① 外国人児童生徒に対する生活相談や教
科等の学習に係る日本語指導教員の補助
② 外国人児童生徒の保護者に対する教育
相談
③ 日本語指導教員に対する教材・資料づく
りや外国生活習慣等に関する相談

週20ｈ×35週
月84時間を
限度とする

スクール･サポート・スタッフ
小学校
中学校

勤務１時間あたり
996～1,026円

① 教員の補助(印刷業務、会計業務、提出
物の集約、プリントの採点、パソコン事務等)
② 養護教諭の補助(消毒に係る業務、検
温、その他感染予防対策業務等)
③ 児童生徒の活動補助(自主学習の監督、
放課後補充学習の対応、放課後活動の監督
等)

週20ｈ×40週
年間800時間
を標準とする

2．応募資格
会計年度職員は、次の各号のいずれも満たす方が応募できます。
(1)地方公務員法第16条及び学校教育法第９条の規定する欠格事由に該当しない方。

(3)心身ともに健康で、勤務に耐えうる方。

3．諸手当・社会保険・休暇等
(1)期末手当（支給要件を満たした場合のみ）
(2)地域手当は時間単価に含まれています。
(3)通勤手当（通勤距離２キロ以上の場合に通勤距離に応じて支給、ただし外国人相談員は実費支給）
(4)社会保険等　健康保険、厚生年金保険、雇用保険（以上の保険は加入要件を満たした場合のみ）、労災保険
(5)休暇　年次有給休暇など

4．応募・採用の流れ
(1)任用を希望する方は、講師希望願をダウンロード後記入し、東部教育事務所に提出してください。
(2)講師として採用する際は、候補者に事前に電話で連絡します。
(3)必要に応じて、面接等を実施し、選考の上、会計年度任用職員に採用します。

5．その他

(2)会計年度任用職員への採用は、富山県職員（任期の定めのない職員）への採用に際して、いかなる優先権をも与える
ものではありません。

(2)応募する校種（教科、科目）の教員免許状を有する方。ただし、外国人相談員、スクール･サポート・スタッフについて
は、教員免許状は不要です。

(1)地方公務員法第22条の２第１項第１号に基づく一般職非常勤職員として任用されるため、地方公務員法上の服務に関
する次の各規定が適用され、かつ懲罰処分等の対象となります。


